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売り出したのが 1958 年であった。2 年後の 1960 年アメリカの一人当たり国民所得は





































































以上の第 6 章、第 7 章、および、第 8 章で、グローバル企業になったホンダが、中
国の新興国企業から受けたコピーインフラに基づいた挑戦についての詳細を明らかに
している。ホンダは中国のコピーインフラを現地企業と提携することで手に入れ、その
インフラを活用することで、まず、中国の模倣品メーカーに対抗することができるよう
になった。次に、そのコピーインフラを活用しつつ、グローバルなネットワークを活用
するという新しい優位性を創り出し、中国企業のベトナム進出に対応可能となった。そ
して、タイにおいて、グローバルな調達ネットワークを活用して、PCX という画期的
な商品を開発し、タイからグローバル展開できるようになった。つまり、グローバルな
調達ネットワークという新しいバリュー・チェーンを活用し、新興国でイノベーション
を起こし、それを先進国に展開することでリバース・イノベーションを起こした 3か国
にまたがるホンダの行動について記述し、分析している。 
終章では、これまでのケーススタディを要約し、この論文の到達点を示し、この論文
における限界と今後の課題が示されている。この論文の到達点として、次の点があげら
れている。第 1に、リバース・イノベーションの担い手として新興国企業を含めた点で
ある。第 2に、リバース・イノベーションを製品イノベーションの移転から、製品を提
供ためのバリュー・チェーンの再構築として捉え直した点である。第 3に、リバース・
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イノベーションがグローバルに展開されることを示した点である。第 4に、中国やイン
ドで起こったイノベーションがリバース・イノベーションになることを従来の研究は指
摘していたが、市場規模が大きな新興国で起こったイノベーションがリバース・イノベ
ーションへ変化するは尐ない、という新たな仮説を見出した。そして、第 5に、グロー
バルな部品調達や製品開発のネットワークを構築することがリバース・イノベーション
の基盤になることを示した点である。また、課題としては次の点があげられている。第
1に、単一の産業のみを扱った点である。リバース・イノベーションと思われる現象が
ある携帯電話やテレビといった産業についての検討が必要であるとしている。第 2 に、
市場規模が大きい市場のイノベーションはリバース・イノベーションになりにくいとい
う仮説についての検証の必要性である。そして、第 3に、今回の研究がホンダというグ
ローバルな生産ネットワークを持つ特殊な企業の研究から導き出された特殊解である
かどうかを検証することの必要性が示されている。 
 
５ 論文の評価 
 
この論文の課題は、第 1 に新興国企業が起こす新興国市場でのイノベーションが先進国
市場へと移転していくプロセス、第 2 に先進国企業がそのイノベーションにどう対応して
いくかというプロセス、そして、第 3 に、グローバル企業が新興国企業が起したイノベー
ションに対応するプロセスを分析することであった。第 1 の新興国企業が新興国市場で起
こすイノベーションの先進国への移転に関して、リバース・イノベーションの既存研究に
おいて、リバース・イノベーションを実施する対象を新興国に進出したグローバル企業と
考えられていた。しかし、既存のリバース・イノベーションの定義は、新興国で最初に起
こったイノベーションというものであり、その実施者は、進出したグローバル企業とも、
新興国企業とも定義されていない。その意味で、リバース・イノベーションの定義の曖昧
さと関わって、この研究が行われたと考えることができる。結果として、ホンダのケース
を通じて、当時の日本を新興国と同様と理解すれば、このケースのように、新興国で新興
国企業がイノベーションを起こす可能性があることは推定できる。また、ここで示されて
いる新興国から生じる多国籍企業であるエマージングジャイアントの先進国進出が、既存
企業の経営に大きな影響を与えるという主張も評価できる点である。この主張の背後には、
製品という目に見える部分のイノベーションだけでなく、その製品を作り出すためのバリ
ュー・チェーンが、既存の企業が持つものと大きく異なっており、製品は類似していても、
コスト構造などが大きく異なる結果、既存企業が挽回することができない状況になるとい
う指摘は、製品そのものが議論の中心であったこれまでの研究を大きく前進させている。 
第 2 に、先進国企業が新興国から生じるイノベーションにどう対処するかという課題で
ある。この課題に対して、アメリカに進出したホンダに対するアメリカやイギリスの企業、
中国に進出したホンダに対する中国企業の構図で議論されている。前者のケースでは、ア
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メリカやイギリスの企業では、当初ホンダの進出を自社の市場を危うくするものとは見て
いなかった。むしろ自社とは違う自動二輪ユーザーを増やすものと歓迎された。後者のケ
ースで、中国企業の伸張にホンダは品質で勝っており、自社の市場を失うとは思っていな
かった。前者のケースでは、ホンダが身につけた大量生産を実現する仕組みに、手作りの
アメリカ企業やイギリス企業は対応できなかった。一方、後者について、ホンダは自身で
コスト構造を改善できず、結果的にはライバルメーカーと手を結ぶことで、コピーインフ
ラへのアクセスが可能となり、新興国企業に対抗できた。このように新興国企業への対応
は、目に見えないバリュー・チェーンの違いに負うところが大きく、新興国企業との競争
をバリュー・チェーン間の競争として捉え直したところに本研究のユニークさがある。 
そして第 3 に、グローバル企業による新興国企業に対応するプロセスの分析についてで
ある。この点については、PCX の開発と製造におけるタイホンダのケースである。この研
究で見てきたように、タイホンダが持つグローバルなバリュー・チェーンはホンダ全体で
構築したもので、子会社だけのインフラではない。新興国企業に対抗して、これまでにな
い造り方をすることで、グローバルに展開できる製品が出来上がった。この研究が指摘す
るように、製品を開発し製造するためのグローバルなネットワークが優位性となったと考
えられる。このように、Dunning(1985)が指摘するように、国際化後の企業の活動そのもの
がその企業の優位性になるという考え方はあるものの、依然として十分に検討されてこな
かった部分であり、この研究の指摘は、国際化の結果として手に入る資産を企業の優位性
にどう組み込んでいくかという分析において重要である。 
以上のように、取り組んだ課題に対して一定の成果をあげているが、いくつかの問題点
も存在している。第 1 に、リバース・イノベーションという概念の曖昧性である。この研
究では、研究対象を、新興国に進出した先進国企業が実施したイノベーションの先進国へ
の移転だけでなく、新興国企業の先進国進出に伴うイノベーションの移転もその範疇へと
拡張している。しかし、その拡張は、先進国から新興国へというイノベーションの流れが
新興国から先進国に変わりこそしたが、新興国企業にとっては、リバースの方法ではなく、
通常のイノベーションの流れなのかもしれない。果たしてリバースという言葉の意味をこ
の研究が正しく表現しているのかは熟考の余地がある点である。リバース・イノベーショ
ンというコンセプトは、その言葉の定義のあいまいさを取り除き、より明確な現象として
考察されなければならない。 
第 2 に、バリュー・チェーンによる分析枠組みの不十分さである。この研究での指摘で
あるバリュー・チェーン間の違いが、競争優位の違いを生み出しているとの指摘は確かに
説得的である。しかし、この研究では、Porter(1985)が提示するバリュー・チェーンの概念
と、近年議論されているビジネス・モデルやビジネス・システムという概念が十分な整理
をされないまま使用されており、バリュー・チェーン概念とビジネス・モデルやビジネス・
システムの考え方との関係性を明らかにする必要がある。あわせて、バリュー・チェーン
による分析によって、どのようにバリュー・チェーンが変化したのかが不明瞭な箇所も多
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く、この点についての再考が必要である。 
そして、第 3 に、この研究の精緻化の必要性である。この研究では、ホンダの取引関係
に絞った分析をしている。そのために、より具体的にどのような取引関係がグローバルな
製品開発や生産に大きな影響を持つのかということがより具体的な形で示せるはずである。
しかし、この研究ではそのようなネットワークの中身についての分析はなされていない。
より具体的な分析があれば、この研究の有効性が高まったと考えられる。 
以上のような問題点が指摘できる。しかし、この研究はリバース・イノベーションとい
う国際経営分野で近年注目されている概念に焦点を当て、その内容を具体的な事例分析を
通じて明らかにしており、国際経営研究を一歩前進させる研究であるといえる。著者が更
なる研鑽を積み、上記の問題を克服することで、研究の一層の進展が期待できる。 
 
６ 判定 
 
 この論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して、この論文の提出者が博士（経営学）
の学位を授与されるのに十分な資格を持つものと判定する。 
